
分娩施設の減少  
（厚労省医療施設調査）  

中央社会保険医療協議会  
（診療報酬基本問題小委員会）  
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産科医療の現況と平成22年度   

診療報酬改定への要望  
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海野信也  

社団法人 日本産科婦人科学会  

医療改革委員会  
（北里大学医学部産婦人科学教授）  

■■診療所  

〔辺病院  ○出生数  ぜ ぜ ♂ ♂  

1上。年 2。。6年 2。。碑  

要望の内容  

・分娩施設の減少が続き、社会問題化している   
一病院・診療所の分娩取扱からの撤退を防ぐ施策の実施   

一産婦人科医の分娩取扱からの撤退を防ぐ施策の実施   

・病院の現場が働き続けることの困難な状況に陥って  
いる   

‾管琴詐鵬の改善■勤務内容の適正な評価   
一医師－スタッフのキャリアパスを考慮した施策の実施   

・周産期救急医療体制の安定的確保が求められてい  
る   

‾産期救急医療体制の確保と充実に直結する施策の実  

病院での出   
生数  6叫′873639′067545′766555′648553，401  

割合 5与．8％ 53．7％ 51．4％ 50．9％ 50．8％   

出生数の  
変化率   

診療所での   

出生数  52よ7445ニ芸。ご；；ノ：芸ご：；二；芸ご：；二：£  
割合 43．0％ 45．2％ 47．4％ 47．9％ 48．0％  

出生数の   
変化率  ＋2．3％ －4．2％ －0．4％ －0．8％  

厚生労働省 医療施設調査より   



年齢層別 月間在院時間  

当直体制のある一般病院  

外  

学会調査  

29歳以       30づ4歳 35－39歳  40－44歳  45－49歳 5                     0歳以上   

（19）  （59）   （36）   （21）   （28）  （19）  

科学会調査       2008年 日本産科婦人  

1990年以降のわが国の産婦人科医数と  
出生数の推移  
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日本産科婦人科学会  

婦人科学会年齢別女性率  

年齢層別 月間在院時間＋オンコール時間  

当直体制のない一般病院  

29歳以下 30－34歳 35－39歳 40－44歳 45－49歳 50－54歳 55歳以上  

（6）  （14）  （9）  （14）  （8）  （9）  （20）  

2008年 日本産科婦人科学会調査   

当直体制のある一般病院  

女性医師と男性医師の在院時間  
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2008年 日本産科婦人科学会調査  



成19年度 新専門医調査  
現在の就労状況  

診療科別 年代による女性医師率  
平成16年 医師歯科医師薬剤師調査による  

その他  

療所で非常勤またはバート勤務  病院または  

●産婦人科  

●小児科  

▲眼科  

◆麻酔科  

分娩を取り扱わない診療所  

分娩を取り扱う診療所  

常勤（開設者または常勤勤務医）  

常勤（開設者または常勤勤務医）  

分娩を取り扱わない病院で常勤  

分娩を取り扱う病院で常勤  

大学病院の産婦人科で常勤  

25－2930－3435－3940－4445－4950－5455－59  

2007年日産婦学会・女性医師継続的就労支援費鼻会  

平成19年度 新専門医調査   
5年後に希望する就労形態  

（複数回答可）  

分娩取扱施設に勤務している割合  

その他  

診療所で非常勤またはパート勤務  病院またl  

分娩を取り扱わない診療所  

分娩を取り扱う診療所  

分娩を取り扱わない病院で常勤  

分娩を取り扱う病院で常勤  

大学病院の産婦人科で常勤  

日産婦学会女性医師継続的就労支援委員会2007年調査  2007年日産婦学会・女性医師継続的就労支援委員会   



周産期母子医療センターにおける  

産婦人科女性医師  

総合周産期、  地域周産期施設の概要  

総合  地域  

対象施設  75  233＊  1177  

有効回答  64（85・3％）170（72・0％） 853（72．5％）  

分娩数  

1施設あたり  782．7  569．6  481．6   

常勤医鳩あたり  83．3  123，1  98．3   

帝王切開率（％）   35．1  28．8  21．9  

1施設あたりの医師数   

常勤医  11．5  6．4  4．9  

女性医師数（％） 4．3  37．4％）  2．3  30．6％）  

＊236施設中産婦人科のない3施設は除く  

2008年7月 日本産婦人科医会調査  

242730333639424548515457606366697275788184879093   



産科医療のデススパイラルと  

そこからの脱却方法  

産科医療政策の分岐点  

集約化 vs．分散管理  

集約化：安全な分娩環境  

・医療資源の効率的活用  

・医療提供の高度化  

・救急対応能力の強化  

・若手医師の臨床研修内容の   
充実  

・ 手医師の勤務条件の穣   

の継続的就労   和一女性医師   

の実現  

分散管理：安心な分娩環境  

・地域における分娩環境の   
確保  

・多様な分娩への要望に、き   

め細かく対応可能な分娩環   

境の確保  

・世代間■gender間・施設間の機能分担によって実現可能。  
・病院：若手■女性中心 診療所：ベテラン・男性中心  

・病院は集約化の方向へ誘導  

・診療所は分娩費用の引き上げにより経営の安定化をめざす。   



産科医療危機に対する具体的施策  

・分娩取扱継続へのincentive強化   

一病院：ハイリスク症例の受入を促進する  

・ハイリスク妊娠・分娩管理加算等   

一診療所：低リスク症例の受入を促進する  

・分娩費用の適正化1安定化が可能な環境作り一特に  
地域公的病院の分娩費用の適正化   

一産婦人科勤務医：  

・処遇の適正化＋  

一時間外勤務の適正な評価・手当の支払い  

一 分娩手当等のincen小ve  

・勤務条件の緩和：分娩取扱病院の定員増・集約化  

－（人員が確保されれば、時間外勤務自体が減少する）   

産科救急医療体制における問題点  

・周産期センター等が受入能力の限界点を超える運用を   
続けてきた   

一関連診療部門との連携不全：母体救命救急受入体制の機能  
杢全   

－NトCU不足：胎児・新生児救急の母体搬送受入困難事例の多発   

－スタッフ不足：総合嘲引こおける過剰  
盟勉   

一産婦人科医不足：二次医療機関の救急受入能力の低下う症  

例の集中化   

一麻酔科医不足：緊急手術対応困難  

・根拠のない紛争回避心理が蔓延している   

－産婦人科二次医療機関のハイリスク症例受入回避   

一他の診療科医師の妊産婦診療回避  

改急医療体制の安定的確保  
・母体   

＿ 「  

急対応  

体救命体制（M型）加算」の新設   

科での妊産婦診療の円滑化を誘導  
急加算の新設   

L医療体制全体の整備  

7分娩管理加算の算定要件、適応疾患、点数の  

r妊産婦共同管理料（Ⅰ）及び（Ⅱ）の算定要件、   
正  

急搬送入院加算の算定要件、点数の改正  

・周産期  

－／ヽ   

改  

－／＼   

点  

一妊産  

における麻酔科の評価（妊産婦に対する麻   
評価）  

体緊急搬送料の新設   



平成2  年3月25日舛添大臣閣議後記者会見  

現場の医師へのincentive付与は実現したか  勤務医の労働  件が非常に過酷であるということで、診療報酬の改定という  

ような形で手  はしたのですが、これは病院にお金がいくが、現場のお医者  
さんに聞くと自  

す。  

我々がなぜそ  

たちの給料に跳ね返らないという不満が非常に高いので  

・舛添厚生労働大臣（2008年1月26日）   

一今度の診療報酬改定では、「ハイリスク分娩管理  

加算」の大幅拡大が予定されています。この加算   
を「分娩手当」などの形で、産科医への報酬に充  
てるよう通知を出したり、2008年度予算の新規事  

業である「産科医療確保事業」などでも、何らか  
の対応ができないかを検討しています。   

をやったかというと、勤務医の皆さん方の待遇が改善され  
も上がる、そういうためにやっているわけですから、病院の経  る、そして給当  

営者止まりで  いうことは、これはそういう意図ではありません。  

の経営も考えないといけないのですが、病院の経営者の皆さ  ですから、病  

たいのは  いてい  

が上がった  
いしたい  と思います。  

kO325．html  

・平成20年3  25日第12回地域医療に関する関係省庁連絡会議  
における伊   芳郎医政局医療計画推進指導官の発言  ；l  

現場への反映状況 ンターの概要  
平成20年3月21日付厚生労働省医政局長・保険局長通知  

病院勤務医の労働環境改善の推進について   

・平成20年度診療報酬の改定等について   

一平成20年度診療報酬改定においては、病院勤務医の負担軽減  

を緊急課題と位置付け、産科・小児科、救急医療に対する重点  
的な評価や地域の急性期医療を担う病院における医師事務作  

業補助者の配置に対する評価を行うこととしている。   

－さらに、①ハイリスク妊産婦の管理に関する評価、②地域の中核  
となる病院の入院機能に対する評価、③地域の急性期医療を担  
う病院における医師事務作業補助者の評価を行うに当たり、勤  
務医の負担軽減のための計画作成及び職員への周知を要件と  

することとしている。   

一 各医療機関においては、上記の改定の趣旨を十分に認識した  

上で産科川ヽ児科 医療（時間外における十分な人員確保  

を含む。）をはじめとした病院勤務医の労働環境の改善策を講じ  
られたいが、各都道府県におかれてもその旨了知されたい。  

周産期母子医療  
総合  地域  一般  tota】  

対■魚施設  
有効回答（％）  

分娩数  
1施設あたり  

75  234■  糾g  11577 

62（皇2・7）  167（71．4）  594（70．1）  823（711）  

‡16．9  577．8  

60，8  77．0  

35．3  29．1  

119．8  53．9  
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帝王切開率  
母体搬送受入数  
1施設あたりの医  

常勤医  
（うち女性  

非常勤医師  
常勤助産師数  

教   

師）  

勤務時間  
時間●●  

13．2  

5．2  

2．4  

307   

55．2  

3182  
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5．6   

1．8   

19  

14．2  

51．6  

つ17．1  

47（5．7）   

60   

当直を除く1週間  

lケ月間の推定在  

当直  
日勤・夜勤  代制（％）  4（6．5）  4（2．4）  39（6．6）  

5．1  5．3  64  回数（／月）  

睡眠時間（h）  3．さ  4，6  4．9  4．8  

21（ココ■9）  40（24▲0）  95（l‘，0）  156（19，0）  翌日勤務緩  （％）  

手当増額（％ 分娩手当（％）  

7（11．3）  36（2l．6）  101（17．0）  

17（27．4）  82（49．1）   240（40．4）  

13（2l．0）  35（21．0）  95（1‘，0）  

20（32．3）  70（41．9）   215（36．2）  

144（17．5）  

339（41．2）  

143（17．4）  

つ05（37．1）  

特殊手当（％）  

産科医療確保事  による補助（％）  

101施設中ハイリスク加算請求75施設、還元は4施設のみ  大学病院   
部）調査   

の請求がある施設における頻度  いHリ→イリスク加  



平成20年度改定  

病院勤務医の負担軽減に対する体制  
・対象   

一入院時医学管理加算   

一医師事務作業補助体制加算   

－ハイリスク分娩管理加算  

・要件   

一病院勤務医の負担軽減に資する計画   

一病院勤務医の勤務時間の把握等  
・ 務時間（平均退潮時間））  
・連続当直を行わない勤務シフト（平均月当たり当直回数  
回う  

・当直後の通常勤務に係る配慮   

一職員等に対する周知  

平成21年6月1日  

厚生労働省保険  

水田 邦雄 殿   

社団法人 日本産科婦人科学会  

理事長 吉村泰典  
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算定を蹟躇する病院が続出  

現場からのお願い  

・今の病院は、働けない職場、働き続けられない  

攣賢スタッフを使い捨てにする職場になってい  

・現場は全く余裕がありません。  
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● 意義：地域における周産期医療機関相互の連携を強化↓、円滑な患者紹介、搬送  

を促進する。日常の連携を強化することにより、緊急搬送の線度を抑制し、医療  

システムの安定化を図る。  

● 「（Ⅰ）500点、（H）350点」を「（Ⅰ）1000点、（H）7∽点」とする。  

3）妊産婦緊急搬送入院加算の算定要件、点数の改正   

● 総合ないし地域周産期母子医療センターでは＋2500点の増点とする。  

● 意義：搬送を受ける施設の負担を評価することによって救急症例の受入促進を図  

る。  

心 「勤務環境確保加算」の新設  

● 目的：医師の勤務状況の適正化を評価することによって、医療提供体制の安定化  

をはかること  

● 全診療領域を対象とする場合  

● 算定要件：以下のいずれかをみたすもの  

1．当直体制を組み、時間外手当の支給が適正に行われている病院  

2．交代制勤務を実施している病院  

● 入院1日あたり100点の加算   

● 産科施設のみを対象とする場合：帝王切開術に対する加算とする  

● 目的：産婦人科医等の勤務状況の適正化を評価することによって、医療提供  

体制の安定化をはかること  

● 算定要件：  

＞ 産婦人科に関して当直体制または交代制勤務を組み、産科・周産期医療  

に従事する各診療科医師に対して時間外手当の支給が適正に行われてい  

る病院  

● 加算：帝王切開術1件あたり10000点  

5）「高度母体救命体制（M型）加算」の創設  1日10000点、7日間まで  

● 地域の周産期医療システムの機能を向上させることを日的として、診療報酬上の  

誘導を行う。：高度救急母体救命体制（M型）加算の創設  

● 要件：救命救急センター、脳神経外科、心臓血管外科等との併診睡ICU加  

算、ハイリスク分娩管理加算、救命救急入院料、ICU加算の他に高度母体救  

命加算を新設する。）  

6）妊産婦救急加算の新設  

● 救命救急センターならびに二次救急病院の産婦人科以外の他の診療科における妊  

2  

㌔l  



産科・周産期医療再建のための平成22年度診療報酬改定に関する要望書  

医療費への影響の程度（試算）  

社団法人 日本産科婦人科学会・医療改革委員会  

1）ハイリスク分娩管理加算の算定要件、適応疾患、点数の改正  

● 試算：全体で、医療費への影響は114億円増と試算されるが、算定要件の問題か  

ら算定施設は限定される可能性がある。  

2）ハイリスク妊産婦共同管理料（Ⅰ）及び（Ⅱ）の算定要件、点数の改正  

● 試算：全体としての医療費は約3億円となる。このうち、既にハイリスク妊産婦  

共同管理料として算定されている医療費との差が新たな医療費増となる。  

3）妊産婦緊急搬送入院加算の算定要件、点数の改正  

● 試算：施設間の母体搬送は年間20000症例である。（多めに見積もって）このうち  

の80％が周産期母子医療センターに対するものと仮定すると、4億円の医療費増  

に相当する。  

4）「勤務環境確保加算」の新設   

（ア）全診療領域を対象とする場合  

● 試算：平成19年の1日あたりの病院入院患者数は133万人 このうち上記の  

条件を満たす病院の病床数が20％と仮定して年間960億円の医療費増となる。  

（イ）産科施設のみを対象とする場合：帝王切開術に対する加算とする  

● 試算：帝王切開率は分娩全体の22％。病院の分娩数は50万件。条件を満たず  

病院の分娩が全体の20％と仮定すると、年間110億円医療費増となる。  

5）「高度母体救命体制（M型）加算」の創設  1日10000点、7日間まで  

● 試算：救命救急センターヘの入院症例は年間33万件程度。このうち妊産婦は0．5％  

程度を占める。年間分娩は100万件。総合周産期母子医療センターにおける救命  

救急対応妊婦の頻度は0．26％程度。以上より母体救命救急対応が必要な症例数は  

多くて年間2000症例と試算できる。医療費増は14億円となる。  

6）妊産婦救急加算の新設  

● 試算：産科傷病者の救急搬送のうち施設間搬送でないものは年間約20000症例で  
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医療からみた新生児医療  

新生児医療の現状と課題  NK：∪  

新生児救急医療  

早産児  
低出生体重児   
先天異常  
新生児合併症  

Pl⊂U  

小児救急医療   

小児時間外診療  
小児急性疾患  中央社会保険医療協議会   

基本問題小委員会  

東京女子医科大学母子総合医療センター楠田 聡   

埼玉医科大学総合医療センター田村正徳  

周産期医療とは  の新生児医療の現状   
ローリスク妊婦と新生児  

妊娠・分娩の90％は，  

母体と新生児に特別  
な医療の介入を必要  
としない  

産科医が担当  
（産婦人科医の一部）  

新生児科医が担当  

（小児科医の一部）  

ハイリスク妊婦と新生児  

1  



児死亡率と周産期死亡率   
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乳児死亡率  新生児死亡率  
平均寿  と新生児死亡率の関係（2002年）   

OECD国際比較  

国際比較  
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新生児死亡率  

15  20  25  

1970 19gO  2004  
ニュージーランド  1950 1960 1970 19gO 2004  

周産期医療ネットワーク  

（人口100万人、出生1万人、低出生体重児900人）  日本の新生児医  

療は社会に大き  

く貢献している   

◆  

危機的状況に置   

かれている   

周産期医療対策整備事業（平成8年5月10日）（児発第488号）  

各都道府県知事あて厚生省児童家庭局長通知  平成6年厚生省研究班10  



周産其   

′   

状況についての認言  2N】CU等の充  ．（1）NICUの  定状況ゐ認識臥「（tまぽ）充足咋い李」が23自治軋巨壷∃  l 
ている」が   2自治体、「把握していない」が≧旦畠昼。   

（2）MFIC．∪  充足状況の認軌ま、「（ほぼ）充足している」力隻旦鎚蛙、「不足   
している」力  

平成20年11月20日厚労省母子保健課調査15  

（3）搬送受   

来なかったケ⊥スがあったセンターは、42センター／   

かった理由について回答のあった42センターの理由別   

セン  

理  N】C∪綿可能医師不在 その他  

センタ  40 5  ‖  

割合（  ‖■9  26・2  

イ）母体   

回答7  4センター   

うち  送受入が出来なかった理由について回答のあった53センターの理由駄   

センタ  

理  NICU満床MF．CU満床診察覗医師不在 その他 

センタ  

割合（   
58・5  22・6  58t6  

平成20年11月20日 厚労省母子保健課調査16  

どのような危機的状況か  

－◆ 新生児科医  
◆■   の不足  

NtCUの不足  

昨年、東京都で発生した母体搬送  
受入れ不可例が明らかにした課題  

・約半数の施設がNICU満床を理由に母体搬   

送を受け入れなかった  

・NICUの病床数が需要に見合っていない  

・現在のMCU必要数は平成6年の周産期医療   

体制整備事業開始時に推計されたものであ   

る  
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厚労省研究班NICU必要数調査平成19年度報告書  

NICUが不足する理由  

Ⅰ需要の増加  

（ハイリスク児の増加と予後の改善）  

Ⅱ NICU利用効率の低下  

（長期入院児）  

Ⅲ 稼働していない病床の存在  

（スタッフ不足、待機病床）  17  

ハイリスク新生児の増加  

平成6年と17年の母子保健統計比較  

厚労省研究班NICU必要数調査平成19年度報告書18  



在宅医療が困難な状況  

・在宅医療をコーディネートする人材の不足（   

訪問看護師、在宅支援診療施設の不足）  

・在宅療養児が急変した時に常時受けいれで   

きる施設の不足（呼吸管理の出来る小児救   

急病院の受入れ体制の不備）  

・在宅療養を継続して実施する家族への支援   

の不足（重心施設のレスバイト受入れ体制の   

絶対的不足）  

Ⅲ 稼働していない病床  

・看護師あるいは医師不足により稼働できな   

い病床の存在  

・小児救急との両立のため、新生児科医が不   
足してフル規格のNICUが維持ができない  

・院内出生児のためのいわゆる“待機病床”が   

存在  
22   



その他（総病  

■◆  

医師の確保  

運営費－  

建設費  

新生児病  
0    1  

：新生児医療連絡会  

新生児科医  

（当   

当直回数／月：  平均 平日4．2回、・   

睡眠時間：平  

当直明け勤矛 8割以上   

（朝8：30→翌  日深夜2：00）  

（新王   

＿  

新生児科医の不足  

ユ0   30   4（〉   50   60   70   80  

の勤務実態  
新生児病床を増床する意志はありますか？  

夜間・連続勤務）  
制約がないとして新生児病床を  

増やしたいとお考えですか？ 
新生児病床増床に対する地域  
や行政からの要望  

休日1．8回 計6回／月  

増  やしたし  ＼    状で良  い  検討した辛がない      現   

ない  

その他  

マスコミ  

行政  

周産期医凍協議会  

医師会などから  

● 全日勤務   

● 全／半日勤務  

● 半日勤務  

●休み  
病院管理者や設置者は増床に理  

解はあるでしょうか？  

あり  なし   検討  した事がなし 

0  10  28  三18  40  58  ∽  

（％）  

（新生児医療連絡会杉浦正俊2008年調査）   生児医療連絡会杉浦正俊 調査結果）   



救急との両立が困難  新生児搬送   

小児救急  

↓  

医療体制整備  

救急医療の両立のためには多くの  
が必要  

N忙Uと小   

小児科  

↓  

NICUの   営を諦め、小児救急医療を選択する  
病院の  

↓  

新生児医   

現  

担当医の不足  

【新生児搬送の特殊性】  
・新生児医療に習熟した医師／看護  

師が同乗して迎え搬送  
一要請元施設での分娩立ち会い  

・搬送中も保温・清潔操作が必要  
→保育機内での処置  
・自施設のNICUが満床の時は他  
施設へ搬送→三角搬送  

【新生児搬送理由】   

早産、低出生体重、仮死、  

呼吸障害、先天性心疾患、外科   
疾患など  

【新生児搬送中の処置】   

保温、清潔操作、気管挿管、   
人工呼吸、点滴確保、薬剤   
投与、胸腔ドレナージなど  

新生  

新生児  

己医不足の最大要因は、  
斗医不足による過酷な勤務   



必要な対策は  

・N忙∪運営の′〈ックアップ  

・新生児科医の待遇改善  

診療報酬上のNICU運営の  

診療干艮酬上の雲量児科医の待遇   
バックアップ  大幅なバック  

アップが必要  

・病院経営者（国公私立）がNICUを経済的に十分   

に運営できるだけの評価を与える  

・NtCUの役割分担を促すような評価を導入する（   

小児救急と両立できるNICU運営）  

・NにU退室後の再入室に対しても算定可能とする  

・回復期病床（GCU）での医療を評価する  

・NICUから移動する病床への評価、および在宅療   

養中の児および家族を支援することでNICUの長   

期入院児を減らして運用効率を上げる  

・N忙Uの定床超過に対する算定要件を緩和する  



新生児医療の将来の改善策  
謝辞   

・NにUの増床  

NICU加算の増額、運営補助金の増額  

大規模施設での優先的増床  

地域での役割分担  

・新生児医療を担当する医師の確保  

標模科としての「新生児科」の新設  

大学病院のNICUの整備  

勤務時間に則した手当ての支払い  

他職種との連携  




